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１　施策の目的

３　予算等の推移
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Ａ：障害者の社会参加に関する理解度を示す。
　【市民アンケートの『バリアフリーやユニバーサルデザインの意味をご存知ですか』において、
　　「知っている」と回答した人の割合】
Ｂ：障害者の就労支援の効果を示す。
　【就労移行支援、就労継続支援を退所して一般就労した人数】
Ｃ：障害者相談支援体制の充実度を示す。
　【障害者相談支援センターにおいて対応した相談件数】
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対象の大きさを表す指標　⇒　２－①　対象指標

障害の有無にかかわらず、誰もが安心して、自分らしく生活できる「共生社会」をめざ
す。
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② 意図（この施策によって対象をどう変えるのか）
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Ａ：過去のアンケート結果では回答率は60%台であるので、5年間で70%まで認知度向上を目指し目標設定
Ｂ：就労移行支援の利用者（H25実績19名）のうち年10人、就労継続支援の利用者（H25実績A型18人B型145人）のう
ちH31年度は月1名、H36年度は月2名の一般就労を見込み目標値を設定
Ｃ：障害者相談支援センター及び各機関が、障害者一人ひとりに応じた適切な支援を行う体制を整え、ケースの重度
化を予防することにより、5年間で約5百件の相談件数の減少を見込む
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４　評価結果（施策の有効性評価）

① 目標達成度評価（目標値と実績値との比較） 

目標値より高い実績値だった

目標値どおりの実績値だった

目標値より低い実績値だった

② 時系列比較（基本計画現況値からの推移）

成果がかなり向上した

成果がどちらかと言えば向上した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかと言えば低下した

成果がかなり低下した

③ 他自治体との成果実績値の比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

５　まとめ（課題の抽出と解決の方向性）

　「バリアフリー」「一般就労への件数」等、他市と同じアンケート等がなく
比較することができない。窓口対応、相談支援業務において、継続的に
質の高い相談体制で業務を実施している。他市からの先進地として研修
を受け入れている状況である。

※左記の理由

　「バリアフリー」「ユニバーサルデザイン」の認知度は昨年度より下がって
しまった。障害者相談センターの相談件数は減少となった。センター機能
が認知されながらもそれぞれの計画相談事業所への相談対応が増えて
おり、新規の対応件数が減ったと思われる。また、福祉的就労の事業者か
らの就労移行者は、昨年同様１０人で目標値に足りない結果であるが、福
祉的就労サービスを利用せずに高校卒業後、就職したケースや、ハロー
ワークに繋いだ件数を含めると件数的には、目標値を達成している。

※左記の理由

　「バリアフリー」等の認知度は、減少となったが障害者総合支援法等の
改正もあり、認知られてきている。相談支援事業の相談件数は、計画相談
事業所対応の件数により減少に転じている。就労については、就労に必
要な能力の習得、受け入れ先の事業所の拡充、就労後の定着も課題で
ある。

※左記の理由

　就労支援事業を行う事業所は、障害者の就職に向けた支援をする場
で、一般就労へ送り出す場であるが、制度上就労支援事業所の報酬設
定の縛りもあり、支援の事業所が減ってきている。（成功報酬の予定で
あったと思われるが現実は違っている。）

　一般就労を目指す障害者のためにハローワーク等へ繋げ就労
支援に取り組んでいるが、就労に必要な能力の定着化ができない
限り、一般就労へと導くことが難しい。労働習慣・職業適性等は個
人差もあり、就労に関しては課題も大きく、受け入れ可能な事業所
が増えない限り課題の可決に繋がらない為、雇用契約のない（Ｂ
型）福祉的就労になってしまう。

施策の課題
（現状の問題点）

課題解決の方向性

　障害者相談支援センター設置により充実した相談支援を行っている
が、継続した相談や、自立支援協議会の運営もあり、本来の基幹相談
センターとしての地域の体制整備が不十分である。

　障害者相談支援センターの業務内容の見直しを行い、基幹相
談センターの本来の業務である、重度な専門業務、支援者の人材
育成、地域の相談事業者との連絡調整や、関係機関への支援が
できる体制を検討していく。

　発達障害等により日常生活や社会生活に困難を抱える市民に、乳幼
児期から成人期までの一貫した支援を行い、障害のある人もない人も共
に暮らす地域社会が不十分である。

　途切れのない支援連絡協議会を開催し、福祉・保健・教育等の
連携を行い、乳幼児期～学齢期～思春期～成人期のライフス
テージにおける更なる強化を図っている。分野ごとにおける研修
会を実施し、支援者の人材育成に取り組んでいる。


